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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年12月期第３四半期  69,821  △7.2  △383  －  △745  －  △1,761  －

22年12月期第３四半期  75,211  △0.7  △60  －  △357  －  △1,025  －

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年12月期第３四半期  △14.01  －

22年12月期第３四半期  △8.16  －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年12月期第３四半期  101,169  45,052  44.5  358.27

22年12月期  102,271  49,495  48.4  393.56

（参考）自己資本 23年12月期第３四半期 45,052百万円 22年12月期 49,492百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年12月期  － 0.00 － 12.00  12.00

23年12月期  － 0.00 －     

23年12月期（予想）       8.00  8.00

（注）当四半期における配当予想の修正有無： 無     

  （％表示は、対前期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期  105,000  △6.3  1,600  △34.6  1,000  △51.6  △1,100  －  △8.75

（注）当四半期における業績予想の修正有無： 無     



４．その他（詳細は、【添付資料】Ｐ．２「２.その他の情報」をご覧ください。） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する事項は、当社が現在入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績等は今後様々な要因によって異なる場合があります。  

  

（１）当四半期中における重要な子会社の異動  ： 無     

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用： 有     

①  会計基準等の改正に伴う変更： 有  

②  ①以外の変更              ： 無  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期３Ｑ 126,229,345 株 22年12月期 126,229,345株

②  期末自己株式数 23年12月期３Ｑ 479,396 株 22年12月期 474,825株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期３Ｑ 125,752,752 株 22年12月期３Ｑ 125,764,982株



  

  

○添付資料の目次

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 …………………………………………………………………………  2

（１）連結経営成績に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（２）連結財政状態に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（３）連結業績予想に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

２．その他の情報 ……………………………………………………………………………………………………………  2

（１）重要な子会社の異動の概要 ………………………………………………………………………………………  2

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 ……………………………………………………………………  2

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 ……………………………………………………………  3

３．四半期連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………  4

（１）四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………  4

（２）四半期連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………  6

（３）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  7

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ……………………………………………………………  7



（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日～平成23年９月30日）におけるわが国経済は、３月の東日本大震

災の影響による経済活動の停滞から、一部には回復も見られましたが、欧州財務問題による急激な円高と株価の低

迷などにより、国内景気と個人消費は先行き不透明な状況が続いております。 

 当アパレル業界におきましても、消費者の生活防衛意識は依然として根強く、また震災の影響による消費マイン

ドの冷え込みや、９月の秋物展開時期に残暑が続くなど、厳しい状況が続きました。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは従来からの方針に基づく積極的な営業活動を展開すると同時に、

商品企画、販路の見直しや柔軟な生産調整等、環境変化に対応した経営に注力してまいりました。また、業務の一

層の効率化を追求するとともに、「中期経営ビジョン2009」の実現に向け、前期「今後の成長戦略」を取り纏め、

事業の選択と集中を基本方針に、業績の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間における売上高は698億２千１百万円（前年同期比7.2％

減）、営業損失は３億８千３百万円（前年同期は６千万円の営業損失）、経常損失は７億４千５百万円（前年同期

は３億５千７百万円の経常損失）、四半期純損失は17億６千１百万円（前年同期は10億２千５百万円の四半期純損

失）となりました。    

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末における資産総額は、前連結会計年度末に比べ11億１百万円減少し、1,011億６千

９百万円となりました。これは商品及び製品が92億１千４百万円増加しましたが、現金及び預金が20億９千万円、

売上債権が58億４千１百万円、投資有価証券が20億９百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。 

 負債総額は前連結会計年度末に比べ33億４千１百万円増加し、561億１千７百万円となりました。これは仕入債

務が６億８百万円減少しましたが、借入金が47億７千１百万円増加したこと等によるものであります。 

 また、純資産は利益剰余金が32億７千万円、その他有価証券評価差額金が11億６千３百万円それぞれ減少したこ

と等により450億５千２百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は44.5％となりました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 現時点での業績予想の修正はありません。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理） 

① 一般債権の貸倒見積額の算定方法 

 一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等から著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度の貸倒実績率等を用いて算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し第２四半期連結会計期間末に係

る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。 

 営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で前連結会計年度末において帳簿価額を処分見込価

額まで切り下げているものについては、前連結会計年度以降に著しい変化がないと認められる限り、前連結会

計年度末における貸借対照表価額で計上する方法によっております。 

③ 原価差異の配賦方法 

 標準原価を適用しているため、原価差異については、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年度決

算と比較して簡便的に実施しております。 

④ 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。 

⑤ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報



よっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判定に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異等の発

生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要  

（会計処理基準に関する事項の変更） 

① 資産除去債務に関する会計基準の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ131百万円増加し、税金等調整前四半期

純損失は427百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は91百万

円であります。  

② 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。これによる損益への影響はありません。 

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,654 8,745

受取手形及び売掛金 9,842 15,683

商品及び製品 30,415 21,200

繰延税金資産 1,455 2,003

その他 1,710 1,664

貸倒引当金 △61 △94

流動資産合計 50,018 49,203

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,274 8,102

土地 18,996 18,996

その他（純額） 1,683 1,657

有形固定資産合計 27,954 28,755

無形固定資産 980 993

投資その他の資産   

投資有価証券 11,194 13,204

繰延税金資産 4,713 3,183

敷金及び保証金 5,734 6,414

その他 711 633

貸倒引当金 △137 △116

投資その他の資産合計 22,217 23,318

固定資産合計 51,151 53,067

資産合計 101,169 102,271



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 15,941 16,550

短期借入金 19,028 10,528

未払消費税等 12 700

未払法人税等 63 186

賞与引当金 1,478 597

返品調整引当金 310 790

その他 3,965 4,787

流動負債合計 40,799 34,139

固定負債   

長期借入金 10,475 14,204

長期未払金 819 883

再評価に係る繰延税金負債 1,966 1,966

退職給付引当金 1,629 1,301

その他 427 281

固定負債合計 15,317 18,635

負債合計 56,117 52,775

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,002 15,002

資本剰余金 10,061 10,061

利益剰余金 19,505 22,776

自己株式 △231 △230

株主資本合計 44,337 47,609

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 641 1,804

土地再評価差額金 162 162

為替換算調整勘定 △88 △84

評価・換算差額等合計 714 1,882

少数株主持分 － 3

純資産合計 45,052 49,495

負債純資産合計 101,169 102,271



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 75,211 69,821

売上原価 38,361 35,172

売上総利益 36,850 34,648

販売費及び一般管理費 36,910 35,032

営業損失（△） △60 △383

営業外収益   

受取利息 8 13

受取配当金 130 162

受取賃貸料 606 558

その他 93 62

営業外収益合計 838 796

営業外費用   

支払利息 240 234

賃貸費用 359 397

持分法による投資損失 460 478

その他 74 47

営業外費用合計 1,135 1,157

経常損失（△） △357 △745

特別利益   

貸倒引当金戻入額 51 14

投資有価証券売却益 95 －

特別利益合計 147 14

特別損失   

固定資産除却損 62 29

投資有価証券評価損 530 －

ゴルフ会員権評価損 － 0

減損損失 18 897

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 295

災害による損失 － 168

特別損失合計 611 1,392

税金等調整前四半期純損失（△） △821 △2,123

法人税、住民税及び事業税 44 39

法人税等調整額 168 △400

法人税等合計 213 △360

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,762

少数株主損失（△） △9 △0

四半期純損失（△） △1,025 △1,761



 該当事項はありません。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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